
〒158−8543
東京都世田谷区等々力六丁目16番9号
TEL（03）4544−7000（代表）
FAX（03）4544−7007

事 業 年 度 毎年4月1日〜翌年3月31日

剰余金の配当基準日 期末配当　3月31日
（中間配当　9月30日）

定 時 株 主 総 会 毎年6月下旬 
単 元 株 式 数 100株

株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

証券会社に口座を
お持ちの場合 特別口座の場合

郵 便 物 送 付 先

お取引の証券会社に
なります。

〒168-8507
東京都杉並区和泉2-8-4

電話お問い合わせ先 0120-288-324
（フリーダイヤル）

お 取 扱 店

みずほ信託銀行株式会社
本店及び全国各支店

（トラストラウンジは除く）
みずほ証券株式会社
本店及び全国各支店

ご 注 意

未払配当金の支払、支払
明細発行については、右
の「特別口座の場合」の郵
便物送付先・電話お問い
合わせ先・お取扱店をご
利用ください。

単元未満の買取・買増以外の
株式売買はできません。電子
化前に名義書換を失念して
お手元に他人名義の株券が
ある場合は至急ご連絡くだ
さい。

※  未払配当金のお支払のみ、株式会社みずほ銀行全国本支店でも
お取扱いいたします。

公 告 方 法 電子公告（http://www.okayaelec.co.jp）
ただし、やむを得ない事由によって、電子公告による公告をするこ
とができない場合には、日本経済新聞に掲載して行います。

2016年4月1日～2017年3月31日
第94期 事業報告書

証券コード：6926

　単元未満株式（100株未満の株式）については、「単元未満
株式の買取請求」により、当社に売却することができます。
　また、「単元未満株式の買増請求」により、当社から単元株
式数（100株）に不足する株式を買い増して、100株単位に
まとめることもできます。「単元未満株式を売却する」、「単元
未満株式を100株に買い増す」という株主様は、口座を開設
されているお取引証券会社等にお申し出ください。なお、特
別口座に記録されている株主様は、特別口座管理機関である
みずほ信託銀行株式会社へお申し出ください。

株主名簿管理人
特別口座管理機関

（お問い合わせ先）

〒168－8507
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
0120－288－324（フリーダイヤル）
受付時間 9：00～17：00（土日祝日を除く）

　株主の皆様の日頃のご支援に感謝するとともに、当社株式
への投資魅力を高め、より多くの皆様に保有していただきた
く、毎年3月末の当社株主名簿に記載された方々を対象に、株
主優待制度を実施いたします。
《優待内容》
　300株以上 500株未満 おこめ券　2kg
　500株以上 1,000株未満 おこめ券　5kg
　1,000株以上  おこめ券　10kg

※  毎年3月末日時点の株主名簿に、同一株主番号にて4回以上
連続で記載された株主様。

おこめ券2kg追加3年以上500株以上を

おこめ券1kg追加3年以上300株以上500株未満を

単元未満株式の
買取・買増制度のご案内

株主メモ 株主優待のお知らせ



USA・EU

日本アジア

ノイズ関連製品

5％

15％

17％ 63％63％17％

15％
5％

8％

45％

47％47％44％

9％

表示関連製品

サージ関連製品

センサー関連製品

部門別売上高構成比率 地域別売上高構成比率

内枠は
前期

内枠は
前期

0

5,000

10,000

15,000

20,000

0

3

6

9

12

15

0

200

400

600

800

11,326

第90期

12,852

第91期

194

第90期

397

第91期

9

第90期

9

第91期

13,485

第92期

567

第92期

9

第92期

12,409

第93期

359

第93期

9

第93期

12,226

第94期

484

第94期

9

第94期

売上高の推移 （単位：百万円） 営業利益の推移 （単位：百万円） 配当の推移 （単位：円）

売上高 122億26百万円 （前期比 99％）

営業利益 4億84百万円 （前期比 135％）

親会社株主に帰属する当期純利益 3億65百万円 （前期比 －％）

　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　当連結会計年度における世界経済につきましては、米国経済の足踏みや中国経済の減速、さらには英国のEU離脱
決定による欧州経済の先行き懸念等、様々な課題が指摘されています。また、国内経済も依然として不透明感が拭え
ない状態が続いています。
　このような経済環境のなか、当社は昨年4月に代表取締役の交代を含む、組織及び役員体制の変更を実施しました。
新体制のもと、経営ビジョンとして「車載産業への参入」を掲げ、担当部署として経営企画室を新設して実現に向け
たロードマップの策定を開始しました。
　当連結会計年度における国内の販売面につきましては、産業機器向けで一部回復基調がみられるものの、低調に推
移しました。海外では、中国及び東南アジアにおけるエアコン向け及びOA機器向けが安定した受注を維持していま
す。しかしながら各セグメントに為替変動の影響があり、全体の売上高は前年度よりも減少しました。
　生産・技術面につきましては、生産技術力・製品開発力の強化に努めており、昨年10月より埼玉事業所内の新工場
が稼働を開始しています。
　また、一昨年4月にスタートした第9次中期経営計画で掲げた「成長」と「土台作り」を実現するため、「やり遂げ
る力」と「創りだす力」の強化を図ります。追加施策として「新商品比率の引き上げ」「新規顧客の開拓」「重点分野
への攻め」「技術系人材の増強」「“コミットメント”の浸透」を引き続き推進してまいります。
　なお、米国においては、コンデンサの取引に関する競争法規制当局に
よる調査は終了しており、集団民事訴訟については原告側と和解が成立し、
現在管轄裁判所の承認手続き中でありますが、一部の企業が集団民事訴訟
から離脱しており、その対応が今後発生する可能性があります。その他の
複数の国では、競争法規制当局による調査が継続中であり、カナダにおい
ては集団民事訴訟が提起されています。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は122億26百万円（前年比99％）、
営業利益は4億84百万円（同135％）、経常利益は4億68百万円（同
145％）となり、親会社株主に帰属する当期純利益は3億65百万円（前年
は7億53百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりました。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご支援、ご鞭撻を賜りますよう
お願い申し上げます。
 2017年6月

決算ハイライト

代 表 取 締 役
社長執行役員
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株主の皆様へ



　新製品の立ち上がりが順
調であり、照明用LED及び
産業機器向けの売上が増加
しましたが、北米でのLCD
の売上が伸び悩みました。
その結果、表示関連製品の
売上高は18億0百万円（同96％）となりまし
た。

表示関連製品

　国内の産業機器向けが回
復基調にあるものの売上は
低調に推移しました。日系
メーカーのエアコン向け等
の受注は好調でした。その
結果、ノイズ関連製品の売
上高は77億30百万円（前年比99％）となり
ました。

ノイズ関連製品

　産業機器向けエンコーダ
用が増加したものの時計指
針補正用が減少しました。
その結果、センサー関連製
品の売上高は6億4百万円

（同92％）となりました。

センサー関連製品

　ロボットをはじめとする国
内の産業機器向けは回復傾向
にあり、日系メーカーのエア
コン向け等の受注も安定して
推移しました。前年度好調で
あった屋外ＬED照明用電源向
けは減少しました。その結果、サージ関連製品の
売上高は20億90百万円（同100％）となりました。

サージ関連製品

OKAYAニュース
◆WEBサイトリニューアル
　このたび、当社WEBサイトをリニューアルしました。
　お客様向けの製品情報検索機能をはじめ、当社製品が
どのような分野で活躍しているのか、分かりやすく解説
するコンテンツも設けました。是非ご覧ください。
　また、WEBサイトリニューアルに併せ、新たなキャッ
チコピーを「Components of the future（未来の部
品）」と定めました。この言葉には、「10年後も勝ち続け
る製品・事業・技術の創出」という私たちの熱い思いが
込められています。

◆ものつくり大学「卒業研究テーマ実習」
　2016年9月から11月にかけて、ものつくり大学（埼玉県行田市）の学生4名が、昨年稼働を開始し
た埼玉新工場にて「卒業研究テーマ実習」を実施しました。これは大学との共同企画として開催され
ているもので、学生は期間中毎日生産ラインに入り、様々な分析を行いました。そこで得られた結果
は、卒業論文の作成に活かされています。
　当社は今後も様々なかたちで、教育機関との連携を深めていく方針です。

◆国内外全拠点にて最新版ISO認証に対応
　岡谷グループは、ISO9001（品質マネジメントシステム）及びISO14001（環境マネジメントシ
ステム）の認証を取得しています。このたび、国内外の全拠点において、最新規格であるISO9001：
2015及びISO14001：2015への更新審査が完了しました。
　ISO認証取得企業は、2018年までに最新規格への適応が求められています。当社は、これに先ん
じて社内システムの更新を進めました。

URL http://www.okayaelec.co.jp
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製品部門別の概況



科　　目 当期
平成29年3月31日現在

前期
平成28年3月31日現在

資産の部

流 動 資 産 9,326 8,931

固 定 資 産 5,122 4,057

資 産 合 計 14,449 12,989

負債の部

流 動 負 債 3,003 3,062

固 定 負 債 2,248 1,340

負 債 合 計 5,252 4,402

科　　目 当期
平成29年3月31日現在

前期
平成28年3月31日現在

純資産の部

資 本 金 2,295 2,295

資 本 剰 余 金 1,861 1,861

利 益 剰 余 金 3,548 3,384

自 己 株 式 △121 △121

株 主 資 本 7,583 7,419

その他の包括利益累計額 1,613 1,166

純 資 産 合 計 9,196 8,586

負 債 純 資 産 合 計 14,449 12,989

科　　目
当期

（平成28年4月 1 日から）平成29年3月31日まで

前期
（平成27年4月 1 日から）平成28年3月31日まで

売上高 12,226 12,409
売上原価 9,105 9,488
販売費及び一般管理費 2,636 2,561
営 業 利 益 484 359

営業外収益 96 111
営業外費用 112 147

経 常 利 益 468 323
特別利益 78 132
特別損失 8 1,320

税金等調整前当期純利益 538 △865
法 人 税 等 173 △112
親会社株主に帰属する当期純利益 365 △753

科　　目
当期

（平成28年4月 1 日から）平成29年3月31日まで

前期
（平成27年4月 1 日から）平成28年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 364 1,131

投資活動によるキャッシュ・フロー △664 △452

財務活動によるキャッシュ・フロー 496 70

現金及び現金同等物に係る換算差額 28 △112

現金及び現金同等物の増減額 225 637

現金及び現金同等物の期首残高 2,191 1,554

現金及び現金同等物の期末残高 2,416 2,191

（単位：百万円 百万円未満切り捨て）（単位：百万円 百万円未満切り捨て）

貸借対照表（連結）

（単位：百万円 百万円未満切り捨て）

損益計算書（連結）
（単位：百万円 百万円未満切り捨て）

キャッシュ・フロー計算書（連結）

（平成29年4月1日現在）

創　　　　　　立 昭和21年6月1日
資　　本　　金 2,295,169千円
事　　業　　所

本 社 東京都世田谷区
東関東営業所/西関東営業所 東京都世田谷区
名 古 屋 営 業 所 名古屋市東区
大 阪 営 業 所 大阪市福島区
長 野 出 張 所 長野県岡谷市
静 岡 出 張 所 静岡市葵区
福 岡 出 張 所 福岡市博多区
埼 玉 技 術 セ ン タ ー 埼玉県行田市
長 野 技 術 セ ン タ ー 長野県岡谷市

グループ関係会社
東 北 オ カ ヤ 株 式 会 社 O S D 株 式 会 社
岡 谷 香 港 有 限 公 司 東 莞 岡 谷 電 子 有 限 公 司
OKAYA LANKA（PRIVATE）LIMITED 岡 谷 香 港 貿 易 有 限 公 司
OKAYA ELECTRIC OKAYA ELECTRIC

（THAILAND）CO., LTD. （SINGAPORE）PTE LTD
OKAYA ELECTRIC T O C キ ャ パ シ タ 株 式 会 社

AMERICA, INC.

（平成29年6月23日現在）役　　員
取締役・監査役

代 表 取 締 役 山 田 尚 人
取 締 役 清 田 宗 明
取 締 役 高 屋 舗　　　　　　 明

※常 勤 監 査 役 吉 村 太 一
監 査 役 吉 　 野 　 　 　  卓

※監 査 役 湯 澤 公 明

執　行　役　員
社 長 執 行 役 員 山 田 尚 人
常 務 執 行 役 員 清 田 宗 明
上 席 執 行 役 員 高 屋 舗　　　 　　 明
上 席 執 行 役 員 本 　 間 　 　 　  勤
上 席 執 行 役 員 中 　 山 　 　 　  淳
上 席 執 行 役 員 黒 㟢 政 道
執 行 役 員 加 　 藤 　 　 　  力
執 行 役 員 三 　 澤 　 　 　  学
執 行 役 員 翠 　 尾 　 　 　  武
執 行 役 員 吉 　 田 　 　 　  修

※印は、社外役員であります。

（平成29年3月31日現在）

金融機関
38.09%
8,732千株

証券会社
0.36%
83千株

国内法人（金融機関を除く）
13.81%
3,165千株

外国法人等
1.11%
253千株

自己名義
2.49%
570千株

個人その他
44.14%

10,116千株

所有者別分布状況

株　主　名 所有株式数 持株比率

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託（沖電気工業口） 36,020 百株 15.71 ％

明治安田生命保険相互会社 20,660 9.01
ＴＰＲ株式会社 14,400 6.28
株式会社みずほ銀行 10,824 4.72
岡谷企業財形会 7,516 3.28
安田不動産株式会社 6,385 2.79
みずほ信託銀行株式会社 4,650 2.03
岡谷電機産業従業員投資会 3,327 1.45
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,814 1.23
損害保険ジャパン日本興亜株式会社 2,570 1.12

（注）上記のほかに自己名義株式が570,359株（2.49％）あります。

発行可能株式総数 90,000,000株
発行済株式の総数 22,921,562株
株　　主　　数 13,770名
大　　株　　主
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決算概要 株式の状況会社概要・役員


